別記様式(第２条第２号関係)【表面】

　　年　　月　　日
相模原市長　あて

所在地

法人名

代表者
関税定率法施行令(昭和２９年政令第１５５号)第２０条第２項に規定する寄贈物品の免税の
ための社会福祉事業を行う施設に係る証明願

関税定率法施行令(昭和２９年政令第１５５号)第２０条第２項に規定する寄贈物品の関税の免除を受けるため、税関長に提出する必要があるので、下記の施設が社会福祉事業を行う施設であることについて、証明願います。

記

	施設名称
	施設所在地

	
	


上記の施設は、社会福祉事業を行う施設であることを証明します。

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相模原市長
	(証明願提出の際の注意)

１　この証明願には、次に掲げる書類を必ず添付してください。

(１)　当該関税免除手続の対象となる寄贈物品が直接社会福祉事業を行う施設の用に供されることについて、審議及び議決又は報告が行われた理事会議事録の写し(原本証明があるもの。)

(2) 　当該関税免除手続の対象となる寄贈物品に係る法人が経理規程に定める受入れ手続きに関する書類の写し
(3) 　誓約書(裏面)

２　この証明願の提出部数は、証明願(２部)、添付すべき書類(１部ずつ)としてください。


別記様式(第２条第２号関係)【裏面】

誓　約　書

　このたびの証明願に記載する社会福祉事業を行う施設において受け入れる寄贈物品については、当該施設の用に供することを誓約します。

　　　　　　年　　月　　日

所在地

法人名

代表者
相模原市長　様
